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はじめに

本 稿 の テーマ は,旧 東 欧圏 の変革 を世 界経 済の変 容 とい う文 脈 において見 直す こ とであ る。

この問題 は,旧 東 欧圏 の体 制転換 とオー プ ンエ コノ ミーへ の転換
,リ ニ ジ ョナ リズムの台頭 に

みられう世界経済の変容,そ して従来の開発論の見直 しなど多岐にわたる問題と関連しでいる。

本稿は,今 後 より実証的な研究 を進めていくための予備的作業として,旧 東欧圏の経済開放

化 と世界経済への再統合,ま たその際 に直:接投資が果 たす役割の諸問題について考察したもの

である。

なお,本 稿 は主 として末尾に掲載 した文献に依拠 しているが,引 用箇所 を遂一指摘すること

は しなかった。本稿における個々の論点は仮説の域を出ておらず,今 後 より詳細 な事例研究に

もとづいた再検討が必要であることは言うまでもない。

1.世 界経済の変貌 と東欧圏の崩壊

戦後,米 ソ対立 を軸 とする冷戦は,す くなくとも先進諸国間においては 「長い平和」の維持

を可能とし,そ の限 りにおいて戦後噛の急速な経済発展を支えてきたと言うことができる。

この 「長い平和」のあいだに世界経済システムは大きな変貌を遂げた。かつての世界システ

ムの基盤であった分業体系は,古 典的な分業,つ まり農業 ・鉱業地域 と工業地域のあいだの国

際的な分業関係であった。世界的商品連鎖の中核部分を担っていた重厚長大型産業を機軸とす

る中心諸国と,そ の原料基盤を担 う一次産品の提供者でありながら,走 れに対する支配権 を奪

われた周辺国,こ の中心 一周辺構造が戦後世界経済の基本的な枠組みであった。

周知のように,戦 後,植 民地,従 属国から政治的独立を達成 した新興諸国は,経 済的 自立 を

目指 した。国際分業が国内分業と不可分に結びついている以上,そ れは,国 内に重工業基盤 を
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作 りだ し,こ れ をテ コ として国民経 済 を再編成 す る こ とに よってモ ノ カルチ ャー的 地位 を脱 し

よ うとす る試 み に他 な らなか った。 こ う して,多 数 の途 ヒ国が19世 紀後発 資本主 義 国型 の輸 入

代 替工 業化戦 略 を採 用 した。 また,途 上 国 は一致 して,… 次産 品交易 条件 の改善 を求 め,新 国

際経 済秩 序(NIEO)を 提 唱 した。

こうした世界システムを人為的に離脱 し・独 自の発展様式を追求 しようとした社会主義諸国

も例外ではなかった。今日の時点から振り返って見た場合,ア ジアや東欧の社会主義諸国で進

やられた初期の重工業化路線 もまた,輸 入代替工業化戦略の一変種であったということができ

る([1]P.17)。

これは,社 会主義の名の下 に,貿 易の国家独 占によって国民経済を世界経済の影響から隔離

し,国 内においては戦時統制経済管理システムを大規模かつ系統的に組織することによって進

められた.「旧ソ連型」の輸入代替工業化戦略であった。これによって旧ソ連東欧諸国は,重 厚

長大型産業におけるキャッチアップに全力を傾注し,こ の点に関する限 り一定 の 「成功」を遂

げることができたのである。

ところが,こ うした工業缶戦略の有効性の前提条件となっていた世界経緕の従来の古典的な

分業構造そのもめが,こ のあいだに大 きく変化 して しまった。経済成長を支える主要産業が,

重厚長大型工業を中心 とした資本集約的産業から,ME技 術革新による情報 ・通信 などの発展

を基礎 とした知識集約型,技 術集約型の産業へ と移行 し,分 業体系その ものが変化 した。こう

した変化は,1980年 代 に,① 先進諸 国間のエi業製品貿易の拡大(た だ し,後 半になると東アジ

アの台頭 による途上国 との貿易シェアも再び拡大する),② 先進諸国の企業間の戦略提携 と相

互直接投資の増大,③ これによる対途上薗投資の相対的低下,④ サー ビス貿易や技術貿易の役

割の増大,⑤ 一次産品需要の長期停滞,な どの形で現れた。

とりわけ1980年 代後半は,直 接投資が財 ・サー ビス貿易やGDPを 大 きく上回る伸 びを示 し,

技術貿易,企 業内貿易,産 業内貿易がいっそ う拡大 した。

こうして,貿 易の急速な拡大 と多国籍企業のグローバルな展開を媒介としてネットワーク的

を世界経済の連関が形成され,国 民経済間の相互依存関係は格段に高まり,そ れを支えるため

にG7に 代表 されるような国際協調体制が生まれた。

こうした変化への対応の違いによって,南 の途 ヒ国のあいだで も経済成長に大きな開きが見

られるようになった。つまり,世 界経済 システムの変化 に対応 して先進諸国からの直接投資の

受け入れと輸出指向工業化戦略に転換 したアジアNIESの 「成功」 と,転 換 に遅れをとったラ

テ ンアメ リカ諸国の 「失敗」である。

柔軟性に欠ける計画経済システムをもつ中東欧諸国もやはり,こ の新 しい国際分業の展開に

大 きく立ち遅れてしまった。彼らがこれまでどお りの経済パフォーマンスと国民の生活水準を
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維持 しようとして選んだ道は,西 側か ら消費財や技術 を導入す ることであった。だが,こ れは,

経済のグローバル化の進展 と国民経済問の相互依存関係の深化という世界経済の大きな潮流の

なかで,こ れまで多 くの社会主義諸国が とってきたアウタルキー的発展戦略が破綻 したことを

意味 している。.1970年 代 中頃の国際的な資金余剰 を背景 として,ま た国家貿易国であるが故の

比較的高い信用度によって資金を借 り入れることができたため,こ うした発展戦略の修正は,

当時のデタントの流れに乗 って成功するかに思われた。しかし,経 済体制その ものに起因する

技術吸収力の弱さ故に国際競争力を強化するζとはできず,し かもオイルショック後の西側の

不況の影響もあ り輸出は伸0ザ,対 外債務は増加の一途 をた どることとなった。

この矛盾は,従 来の計画経済体制の正当性 を維持する根拠となっていた東西冷戦体制の崩壊

とともに,「東欧革命」 とい う形で一気に噴幽することとなったのである。

以上のように,世 界経済システムの転換 との関連のなかで,後 発国の経済発展の格差が生 じ

てきたことを考慮:すれば,次 の点が指摘できよう。

① 「社会主義計画経済体制の崩壊はシステムの機能不全による自壊である」との評価は,社 会

主義圏にとって外 的制約 となる西側資本主義世界の経済環境の変質に適応できなかったとい

う対外的要因を過小評価 している。

②中東欧の将来を占う上で,「 急進的改革:か,漸 進的な改革か」あるいは 「輸入代替か,輸 出

指向か」 といったタイプの二者択 一的な設問は無意味である。むしろ問題は,経 済発展 をも

たらす外生的要因 と内生的要因の関連を具体的に明らかにすることである。

③規制の廃止と経済開放化によって,つ ま り外国の生産者 との競争 と外国からの投資の大量流

入を認めれば,管 理の合理化や均衡の回復が進むとの考え方は,あ まりに単純 な議論である。

問題は,世 界 システムの状況 に適合的な対外政策と.,そ れを支える国内の国際収支維持産業

の育成,つ まり対外経済政策 と産業政策のリンクである。

これからの中東欧諸国の経済発展にとって与件 となるポス ト冷戦後の世界経済については
,

先にあげた特徴に加えて,次 のような点が指摘で きる。

①直接投資の急速な拡大による世界貿易構造の一層 の変化

②経済のボーダレス化にともなう国民国家の弱体化 と 「主権共有化」の動き

③EUに 代表 される地域経済圏の形成 と世界経済の三極化(ア ジア,ヨ ー ロッパ,「アメリカ)

④ アジアNIESを 先頭に旧社会主義国をも含めた新興諸国のあいだで,新 しいIL1界的分業体系

への移行 を目指す競争が激化する。

中東欧諸国は,こ うした現代の世界経済システムの新たな潮流のなかで,い か にして国際分

業のネッ トワークに参入し,そ こでどの ような役割を果たす ことができるのだろうか。
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2.中 東欧諸国の経済開放化 と支援の組織化

経済的に見た場合,冷 戦後 における新秩序の形成は,西 側資本主義世界で形作 られてきた世

界経済システムに中東欧諸国が編入されてい くプロセスに他ならない。だが,計 画経済 による

重工業化 によって 「歴史的後進性」 を克服 しようとする試みに失敗 した中東欧諸国は,途 上国

並の累積債務 をかかえ,今 や多 くの南の国々と同様 に世界経済の周辺に位置 している。確かに,

近年,中 東欧諸国の経済は好転 してお り,な かで もヴィシェグラー ド・グループは有望視され

ているが,後 述するように世界経済における周辺的地位そのものを完全に脱却したわけではな

いo

中東 欧諸 国 は,冷 戦終結 の結 果,ブ レジネフ ・ドク トリ ンとい う政 治的軍事 的束 縛 か ら解放

され た とはい え,時 代 遅 れの重厚 長 大型産業 の遺物 と深 刻 な累積債 務 を抱 えた状 態か ら市 場経

済化 を進 め て いか なけれ ば な らな いのであ る。 前者の 問題 は,と くに ロ シアについて いえ るこ

とだが,基 本 的 に旧来 の 国有 企 業の民営 化 をベ ース と して市場 経済化 を進 め ていか なければ な

らない とい う点で は 中東欧諸 国 に も妥 当す る。 これ は,か つ ての社 会主義体 制下 でのス トック

が比 較 的少 な く,む しろ外資 導入 をテ コと して新 規企業 の設立 に よって市場経 済化 を進め てい

る中国 の場 合 とは異 なる点 であ ろ う([17]p .19)。

また後者 の 問題 を考慮 すれ ば,中 東 欧諸 国 の市場経 済化 は,単 な る国内的 な制 度改 革で はな

く,同 時 に当面 す る国際 経 済環境 の なかで いか に経済 発展 を図 るか とい う開発 問題 で もあ り
,

その ため の有 効 な開発 モ デル を模索 す る プ ロセ スで もあ る。

中東 欧諸 国 にお け る体制 転換 は,と りもなお さず市場経 済 化 と世 界経済へ の再統 合 を意味 す

るが,よ り具 体的 には三 大経 済 圏 の一極 をなすEU経 済 圏へ の接 近 ,つ ま り 「ヨー ロ ッパへ の

回帰」 の動 きと して現 れ る こ とに なる。 そ れ は,歴 史 的文 化 的 なつ なが り,地 理的 な近 さ,従

来 の対西 側貿 易の 大半 がEUお よびEFTA諸 国 を中心 とす る ヨv一一一ロ ッパ の国 々であ った こ と,な

どに よる もの と思 われ る(以 下,1992年 以前 につい て も,便 宜 的 にEUと 表記 す る)。

ヨー ロ ッパ にお け る冷 戦構造 を制度 的 に支 えて きた ワル シ ャワ条約機構 とコメ コ ンの解体 に

よって,戦 後 ヨー ロ ッパ にお け る冷戦 体制 は解体 した。今 や,東 西 欧州 の政治 ・経 済的分 断 を

平和 的 に解 決す る こ とが 緊急課題 とな ってお り,ポ ス ト冷戦 後 の新 た な欧州秩 序 の形成 におい

てEUの 果 たすべ き役 割 は きわめて大 きい とい わな ければ な らない。

事 実,EUは,比 較 的早 い段 階か ら中東欧 諸 国 の民主 化 を支援 す る措 置 を講 じてい る。1989

年7月 の アル シュ ・サ ミ ッ トにお いてEUを コ ーデ ィネー タ ー とす るG24(東 欧支 援24力 国会

議)に よる対 ポ ー ラ ン ド ・ハ ンガ リー援 助(PHARE)が 決定 され,そ の後 対 象地域 が他 の 中

東欧諸 国 に も拡大 され た。
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1991年4月 には欧州復 興開発銀行(EBRD)が 設 立 され たが ,EU諸 国 とEIB(欧 州投 資銀行)

が 出資比 率 の54%を 占めた。EBRDは,「 開放 的 な市場 指 向経 済へ の移行 を促 進 し
,民 間 の企

業家 的 イニ シアチ ブ を育成 す る」 こ とを融 資条件 とす る,い わゆ る政治的 コ ンデ ィシ ョナ リテ

ィを明確 に してい る点 に特徴 があ る。 また,そ の資金 の60%が 民 間部 門 に供与 され るの に対 し

て,世 銀 の資金 は主 に公共 部 門 に供 与 され る とい う役 割 分担 が決め られ
,IMF・ 世銀 がEBRD

を補完 す る体 制 とな ってい る。 つ ま り,EU主 導 の リー ジ ョナル な枠 組 み にIMF・ 世銀 を中心

とす るグ ローバ ルな外 枠が はめ られて いるの であ る([2]pp .214-228)。

こうした金融支援網が形成されてきた背景には,民 間資金の流入の減少がある。東欧革命後

の債務 の急増,市 場経 済化 に と もな う政治 ・経済 の不 安化 に よって これ らの国 々 に対 す る信 用

が失 われ,民 間金 融機 関 に よる新 規貸 し付 けが困難 となったた め,こ れ を補 い,か つ市場経 済

化 を支援 す るため にIMF・ 世銀 な どの国際 金融機 関 に よる新 た な援助 ・融資 の枠組 みが必要 と

された のであ る。 それ に加 えて,EUが 支援 に比較 的早 くか ら取 り組 ん だ理 由の ひ とつ と して
,

債務 の過 半が ドイ ツ をは じめ とす るEU諸 国 に よる もの であ った とい う事情 が あ げ られ よ う

([18])。

そ れ以 上 に大 きな意味 を もつの が,EU市 場 の 開放 であ る。1980年 代 末以来
,EUは 中東欧各

国 と貿易経済協 力協 定 を締結 して きたが,1991年12月 には ,ポ ー ラ ン ド,ハ ンガ リー,チ ェ コ

ス ロバ キア と連 合協 定(通 称 ,欧 州協 定)を 締結 し,1993年 に入 ってルーマ ニ ア,ブ ル ガ リア

と も連 合協定 を締 結 した。 この連 合協 定 の主 な 目的は,'①10年 間の過渡 的期 間 を経 た後 の 自由

貿易 地域 の創 設,'つ ま りEU市 場 統合 と中東 欧経 済 の一 体化,② 技術 移転 と直接 投 資 の促 進 ,

③ 金融協 力,④ 政 治的対 話,で あ る。

なかで も,ポ ー ラ ン ド,ハ ンガ リーの連 合協定 は1994年2月 に全 面発 効 し,4月 両 国は正式

加盟 申請 を行 って い る。EU側 も1993年6月 の首脳 会議 で,将 来,連 合 協 定締結 国 の正式 加盟 を

認 め るこ とを決定 してい る。 さらに,こ れ らの国 々の経 済の好転 を背景 と して,1994年12月 の

エ ッセ ン会議 におい て
,欧 州委 員会 は中東欧加 盟準備 戦略 を採 択 し,1995年5月 には 『中東 欧

連合諸 国のEU内 部市場へ の統合準 備 白書』 が公 表 された。

安全保 障の面 で も,中 東欧各 国 と北大 西洋条約機 構(NATO)と の あいだで 「平和 のた めの

パ ー トナー シ ップ協 定 」 が締 結 され
,ま た西欧 同盟(WEU)へ の準 加 盟が承 認 され てい る。

こ う した安 全保 障の枠 組 みの変化 を背景 に,1994年3月,対 共産 圏輸 出統 制委 員会(コ コム)

が解散 され,技 術 移転 に関す る政 治的制約 が な くなった。

もっ と も,ポ ス ト冷戦後 の安全 保障 を考 える上で は,コ コム に代 わ る地域紛 争 防止 型 の組織

が不 可欠 であ る。 また,今 日の世界経 済 にお ける国際競争 力の確 保 とい う点 か らみ た場合
,技

術 支配 が決定 的意義 を もつ こ とを考 えれば,高 度技術 の国際的管理 は,単 に安全保 障 の面 ばか
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りで な く,お そ ら く先 進諸 国の技術 的優位 を維持 す る とい う点か ら も必 要 であ り,コ コム に代

わる新 たな国際組織 の 設立が検 討 されて いる([3])。

以 上の よ うに,中 東 欧 諸国 が グローバ ル な西側 体 制へ の編 入 とと もに,EUを 中心 とす る リ

ージ ョナル な欧 州統 合 の流 れ に合 流 して い くとい う
.方向性 は,す で に明確 な もの となってい る。

しか も,従 来のEU諸 国 と並 んで,東 欧 圏最大 の貿易 パ ー トナ ーであ ったEFITA諸 国か らス ウェ

ーデ ン
,フ ィ ンラン ド,オ ース トリアが1995年 にEUに 正式 加盟 した こ とは,中 東 欧諸 国 の こ

う した指 向 をい っそ う強め る こ とにな ろ う。

3.鍵 を握る欧州市場

中東欧 諸 国 の世界 経 済へ の統 合 は,EU諸 国 との貿 易 ・経 済 関係 が 実際 に どの程 度 進 むか,

そ して どの よ うな国際 分業 が形成 されるか にかか ってい る。

確 か に,① 従 来の コ メコ ン内分 業の崩 壊 と国内市場 の低迷 か ら代替 市場 を探 さなければ な ら

なか った こ と,② 以前 か ら対 西側 貿 易 の大 半 がEU諸 国 であ っ たこ と,③ 東 西 ヨー ロ ッパ接 近

の結 果 と して貿易 障壁が軽 減 され た こ と,④ 当初 ,通 貨 の交換 レ… トの激 しい低 下が輸 出促 進

要 因 となった こ と,な どの理 由か ら,中 東欧諸 国の貿易 地域構 造 は,1990年 代 に入 って 旧 コメ

コン諸国 か ら西 欧諸国へ と大 き くシ フ トした([4]pp .108-115)。

しか しなが ら,近 年 の中東欧 諸 国の貿易動 向 には多 くの懸念材 料が あ る。1980年 代 末以 降続

いて きたGDPの 低 下 が底 を打 ち上昇 に転 じは じめ て い るに もか かわ らず ,貿 易収支 は必 ず し

も好転 してい ない。 これ には,次 の よ うな要 因が あげ られ る。

1)貿 易 協定 に よる制約

連合 協定 の締 結 に と もな って,貿 易 に関す る暫定協 定 が発 効 した。 これは非対称性 を特 徴 と

してお り,EU側 が特定 の例 外 品 目を除 いて 中東欧 各 国か らの輸入 に対 す る関税 を撤廃 し,一

方,東 側 の 関税撤廃 につ いて は…定 の猶 予期 間が もうけ られ る ことを定 めて い る。 この貿 易 暫

定 協定 が,対EU貿 易拡 大 に大 き く貢献 し.たこ とは言 うまで もな く,そ の後 中東 欧諸 国 に とっ

てのEU市 場 の貿易 障壁 は著 し く低 下 して いる。(第1[Kl,第1表,第2表)

だが,同 時 に,貿 易拡大 に と もな って生 じる貿 易不均 衡 や国民経済 へ の影 響 な どに対処 す る

対抗 手段 と して,ア ンチ ・・ダン ピング,国 内産業 保護,セ ー フガー ドな どの措 置が と りうるこ

と も明記 され て いる。 しか も,こ れ らの制 限措 置 が適用 され る際の基 準 は不 明確 で ,EU側 の

裁量 の余地 が大 き く,ダ ン ピングを行 ってい る輸 出 国の認定 は,論 議 の余地 のあ る疑 わ しい根

拠 によって決定 されてお り,必 ず しも客観 的で はな い([19]p.99)。
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第1図 主業製品のEU市 場へのアクセスの ピラミッ ド構造 と中東欧諸国の地位の変化

チ ェコ ・ス ロ ヴ ァキ ア,ハ ンガ

リー,ポ ー ラ ン ド

(エ992-1997年)

ご1鶴 形1一 マニア ・EFI7A関 税と数量制限の相嚇一

ACP諸 国 関税 と数量制限の一方的撤廃

関税 と数量制 限の撤廃

(特定の繊 維 を除 く)

地中海諸 国 相 互撤廃:キ プ ロス,

イス ラエ ル,マ ル タ,

トル コ

ブ ル ガ リア,チ ェ.

コ ・ス ロヴ ァキ ア,』 一般 特 恵 シ ス テ ム 内
ハ ンガ リー,ポ ーラ で 一 定 の 数 量 に対 す
ン ド・ルーマニア そ の他 の発展途 上 国 る関税の一 方的撤廃

(1ggo『エ991年)灘 に対す る数量tl・upN

磁 鴨 βIS一 一.__.一(MFA)

関税

その他の工業国(日 本:若 干の

数量制限)

コ メコ ン言綱(1989年)関 税

数量制 限

(出 所)EuropeanCommision,EuropeanEconomy,1994,p.24 .
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第1表 中東欧諸国の対EU貿 易障壁度別製品割合の変化(%)

国

ブルガリア

チ ェ コ ・ス ロ ヴ ァ キ ア

ハ ンガ リー

ポ ー ラ ン ド

ル ーマニ ア

年

1990

1993

1990

1993

1990

1993

1990

1993

1990

1993

な し

1.6

43.8

3.5

39.3

0.1

52.9

O.5

36.3

0.O

l6.8

低い

30.8

23.0

26.7

37.4

25.9

25.4

33.9

35.2

36.5

39.8

平均

20.9

8.9

32.4

11.8

44.2

2.3

42.6

10.8

29.6

6.3

高い

46.8

24.3

37.3

11.4

29.8

19.4

23.O

l7。7

33.8

37.1

計

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

(注)関 税 障 壁,数 量 規 制,そ の 他 の 非 関 税 障 壁 に つ い て そ れ ぞ

れ,な し=・0,低 い=1,平 均=2,高 い==3と 評 価 し,

,そ の3つ を 合 計 し て,全 体 と して の 貿 易 障 壁 度 を 示 した も

の 。

合 計 が3未 満=低 い,3～6=平 均,6～9==高 い,と 分

類 さ れ る 。

(出 所)EuropeanCommission,EuropeanEconemy,1994,No.4,

p.31,51よ り作 成 。

第2表 中東欧諸国に残存するEUの 貿易障壁
(1993年)

国

ブ ル ガ リ ア

チ ェ コ ・ス ロ ヴ ァキア

ハ ン ガ リー

ポ ー ラ ン ド

ル ー マ ニ ァ

輸入 に占める割合(%)

関税率

3.0

2.1

2。5

2.4

4。8

数量規制

8.9

5.6

3.9

6.1

13.ユ

その他の非関税障壁

1.6

5.7

0.1

0.3

2.8

貿易障壁度

関税率

l

l

1

1

2

数量規制

2

2

1

2

3

その他の非関税障壁

1

2

1

1

1

計

4

5

3

4

6

(注)関 税 障壁,数 量:規制,そ の他 の非 関税 障壁 につ いて,そ れぞ れ,な し=O,低 い=1,平 均=2,

高 い=3と 評価 し,そ の3つ を合 計 して,全 体 と しての貿易 障壁 度 を示 した もの。

(出所)EuropeanCommisSion,EuropeanEconomy,1994,No.4,p.51.
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セ ー フガー ド ・クローズ は,緊 急 の場合 を想定 してい るので,ア ンチ ・ダ ンピング措置 ほ ど

には多用 され て い ないが,EUが この措置 を適 用 す る可 能性 の あ る国内生 産者 や地域 の 基準 は

明確 には定 め られて いな い([19]p.100)。

また,ロ ー カル ・コンテ ン ト規 制 は,裁 量 の余 地 が少 ない ように思 われ るが
,現 実 には さ ま

ざまな摩擦 が 表面化 してい る。 第 三 国か らの輸 入 は,通 常,当 該 輸 出国 にお いて輸 入がEUに

輸 出 され る製 品価 値 の40%以 上 を占めてお らず,現 地調達 比率 が60%以 上 であ る場合
,規 制 さ

れ ない。 この際,EUか ら輸 入 され る原 材料 は付 加価 値 の計 算 に含 まれ ないが
,ロ ー カル ・コ

ンテ ン トの算 定 に累積 ルー ルが適用 され るか否 か は
,貿 易 を促 進す るか,制 限す るか を決定 す

る こ とになる.こ う し嫡 醜 の顯 ルー・レは,た とえ ばEEAに お いて認 め らi。てい る。 しか

し,こ の シス テム は中東 欧 とのあい だの貿易 には適 用 され ていない。現在,中 東 欧製 品は国 内

生産者 が製 品価 額 の60%を 付 加 してい る場 合 ,関 税 を免除 され る。 しか し,も し生産者 が他 の

中東欧 あ るい はEFrA諸 国 の部品 を利 用 してい る とす れば,EU向 け輸 出は関税 を免 除 され ない。

つまり・ヨー・・パ全域にわたる累積ル・一」レがないために沖 東欧言細 の対EU轍 脚 制 さ

れ,連 合協 定 の効 果 は制 限 されて しまって い る([19]p .100)。

こ う した さま ざ まな貿 易措 置 は,EU内 の景気 が 好調 な時期 にはあ ま り表 面化 しないか も し

れ ないが ・ い ったんEU諸 国の経 済 が不況 に陥 る と乱 用 され る危 険性 を秘 め てい る
。 中東 欧諸

国 に対 す る ダ ン ピング対抗 措 置 の件 数 は,EU加 盟 国合 計 の20%を 占め てお り
,近 年 減少傾 向

にあ る とはい え,こ れ まで も度k実 施 され て きた(第3表)。 ダン ピング対 抗措 置 その ものが

直接 貿易 に与 える影響 は,中 東欧 か らの輸 出額 の0 。32%,工 業製 品 の0.36%と わず か だった と

推 定 され てい るが(第4表),貿 易全体 に与 え る否定 的影 響 を過小 評価 すべ きで は ない。 こ う

した制約条 件が なけれ ば,中 東 欧諸 国の対先 進諸 国輸 出は はるか に大 き くなる もの と考 え られ

る。 た とえ ば,貿 易量 は,ビ ジネス上 の コス ト(輸 送費用
,取 引費用,通 商政 策 に よる人為的

貿 易 障壁),輸 出国 の供 給(GNPと 生 産 に占め る輸 出 シ ェア に よって計 られ る開放 度)
,輸 入

国 の需 要(GNP,人 口)に よって 決定 され る とす る重 力 モ デル に基づ い た試算 に よれば
,中

東 欧諸」国 の輸 出潜在 力 は1992年 の実 際 の ドイ ツ向 け輸 出 の3 .4倍,イ ギ リス向 けで は5.9倍 で あ

る([19]p.101)。

2)セ ンシ テ ィブ製 品

政治 的 に慎 重 な取 り扱 い を要す るいわ ゆるセ ンシテ ィブ製 品は,こ う した対 抗措置 の対 象 と

な る可能性 が高 く,東 西 ヨー ロ ッパ 間で貿 易摩擦 問題 が生 じてい る。具体 的 には,繊 維,鉄 鋼,

石 炭 ・農 産物,化 学 品 な どで あ る。 中東欧 諸 国 に とってセ ン シテ ィブ製 品 は対EU輸 出の約30

～50%を も占め る重要 な輸 出品 であ る(第5表)
。一 方,こ れ らの製齪,のEU経 済全体 に占め る
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第3表 中東欧諸国 に対 する則 のアンチ ・ダンピング措置の件数(ユ988～ ユ993年)

国

ブ ル ガ リア

チ ェ コ ・ス ロヴ ァキア

ハ ンガ リー

ポ ー ラ ン ド

ル ーマ ニア

合計

19881989ユ990199119921993

lll

l1ユ

11.11

1121

221

660'422

(出 所)EuropeanCommission,EuropeanEcono〃 り,,1994,No.4 ,P.164.

第4表 中東欧諸国からの輸入に対 するEUの ア ンチ ・ダンピング措置の影響
.(1992年,単 位ECU)

合計(1,000ECU)

各 国 からのEUの 輸入に占める割合(%)

各 国からのEUの 工業製品輸入に占める割合(%)

ポ ー ラ ン ド

27,461

0.39

0.44

チ ェ コ ・ス ロ バ キ ア

2,794

0、05

0.05

ハ ン ガ リ ー・

8,585

0.22

0.26

ル ー マ こ;ア

9,772

、O.70

0.73

(出 所)EuropeanCommission,EuropeanEconomp,1994,No.4 ,p.165.

ブルガ リア

ll,131

1.24

1.42

合計

59,743

0.32

0.36

第5表'EUと 中東欧諸国のセンシテ ィブ製品の貿易(1992年)

製品グループ(EU共 通関税分類による)

農 業製品(加 工品を含 む)

EU向 け輸 出におけるシェア(%)

中東欧諸国の貿易収支(輸出一輸入)IOO万ECU

fヒ学:,7i,

EU向 け輸出におけるシェア(%)

中東欧諸国の貿易収支(輸出t一輸入)100万ECU

繊維

EU向 け輸 出における シェア(%)

中東欧諸国の貿易収支(輸出一輸入)IGO万ECU

鉄 鋼 ・同製品

EU向 け輸出におけるシェア(%)

中東欧諸国の貿易収支(諭艮1一輸入)100万ECU

セ ン シテ ィブ製品合計

EU向 け輸出におけ るシェア(%)

中東欧諸国の貿易収支(輸出一輸入)100万ECU

貿易 全体

EU向 け輸出 におけるシェア(%)

中束欧諸国の貿易収支(輸出…輸入)夏0⑪万ECU

中東欧5力 国

12.3

301

5.7

▲1,012

16.5

749

16.1

1,869

50.6

1,907

100.0

▲2,54ユ

ポ ー ラ ン ド

13.4

28

5。6

▲492

15.7

170

18.9

886

53、6

592

100.0

▲1,071

チ ェ コ ・ス ロ ヴ ァ キ ア

5.0

▲141

6.2

▲175

12.0

244

182

630

41.4

558

lOO.0

▲728

、ン ガ リ ー

20.8

602

5.5

▲234

16.5

104

10.4

]78

53.2

650

100.0

▲74

(出 所)・Mar董eLavigen,TlteEcono〃zicsOfTravasition,MacmillanPr6ss,1995 ,p.217,

ル ー マ ニ ア

5.5

▲248

4.1

▲67

35.2

170

10.7

78

55.5

▲67

100.0'

▲452

ブルガ リア

20.4

59

7.7

▲44

22.1

62

ユ5.2

99

65.3

176

100

▲215
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シェアは さほ ど大 きな もので は な く,ま た 中東 欧 か らの輸 出額 もEU内 の生 産額 の 数%に す ぎ

ない。 しか し,こ う した製 品 に対 す る依 存度 の高 い南 欧諸 国,地 中海諸 国,そ の他 の発 展途 上

国 と競合 す る ことにな る([4]pp.115-132)。

こ う したEU市 場 にお ける規 制 の現状 を農 産物 ,鉄 鋼,化 学 品 につ い て具体 的 にみ て お こ う

([20]p.21)。

①農 産物 イ タリアに輸 入 され た ク ロアチ ア産 の食 肉 に口蹄病 が発見 された こ とを きっかけ

に,EUは1992年4月8日 か ら,欧 州連 合協 定 ,友 好協 力協 定,通 商協 力 協定 の パ ー トナー 国

を含 む 中東 欧 旧 ソ連 の計18力 国か らの生 畜,精 肉,肉 製 品,ミ ル クな どの輸 入 を禁止 した。

EUは この措 置 を純 粋 に家畜 病 の予 防 と主張 してい るが ,そ の背景 にはEU域 内 の生 産者 の圧

力 があ る。 一方,た とえば ブル ガ リアはか この措 置 の影響 で国 内農民 に毎 月数十万 ドル相 当の

損 失 が で る と推 定 してお り,ハ ンガ リー は400～500億 ドルの損 失 とい う数 値 をあ げ て い る。

EUは,伝 染病 が発 生 した旧ユ ー ゴス ラ ビア とその他 の地域 との あい だの 適切 な疫病 管 理 が欠

け ていた こ とを引 き合 い に出 して,こ れ を正 当化 してい るが,こ の方 法 を一律 に適用す る こと

に対 して は非 難 の声が上 が って いる。

48時 間の警告期 間 と影響 を受 け る輸 出 品 目 につ い て14日 間の検疫 期 間 に同意 した国 は輸 出禁

止 を4月28日 に解 かれ た。例外 はポー ラ ン ドで ,一 定 の制 限が 実際 に残 された 。対 抗 して とら

れ た東 欧側 の輸入 禁輸措 置 は同時 に撤 回 され た。

こ う した食 糧輸 入 をめ ぐる トラ ブルは ,EU域 内 におけ る農業保 護 問題 と関連 して い る以 上,

今 後 もこ う した事態 が繰 り返 され る恐 れは十分 にあ る。

② 鉄鋼EUの ハ ンガ リー,零 一 ラ ン ド,ク ロアチ アか らの シーみ レス鉄 鋼 ,鋼 管等 の輸 入

に対 す る暫 定 的 ア ンチ ・ダン ピ ング関税 が1992年1月 に導 入 され た。 関 税率 は,ハ ンガ リー

21.7%,ポ ー ラ ン ド10.8%,ク ロア チ ア17 .4%で あ った。

この措 置 の結 果,価 格保 証,つ ま り最低価格 が これ らの 国 々の鉄鋼生 産者 に よっ て決定 され
,

EUに 承 認 され た。価 格保 証 を行 った企 業(ブ タペ ス トのCsepelTubeWorks
,ク ロ アチ アの

ZeijezaraSisak,ポ ー ラ ン ドのHutaBatory ,そ の他6企 業)は 関税 を免 除 され た。

輸 出 自主 規制 も導入 されてお り,チ ェ コ ・ス ロヴ ァキ ア共和 国か らの圧 延鉄鋼 製 品
,熱 延鋼

板 につい て交 渉が行 わ れ た。 この協 定 は1992年6月 初 め か ら施 行 され ,(鉄 鋼の割 当 を撤廃 す

る)連 合協 定 の規定が 適用 される以前 の1993～1995年 の あい だ割 当 を引 き上 げ る ことを予 定 し

てい る。 両国 か らの鋼板,ワ イヤ ーな どの輸入 は,1993年 には1991年 水準 の35%増,1994年 に

は45%増 ・1995年 には60%増 となる こ とが 定 め られ た。 これ らは,EUの 制 限が 実質 的 に削減

され たた め に1992年 に劇 的 に増加 した輸 出品 目で あ る。

こ う したEU側 の対応 に対 して,中 東 欧諸 国 は連 合協定 の原則 に反 す る と して反発 してい る。
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しか し,す で にEUは 域 内鉄鋼 生 産 の大 幅 な合 理化 に合 意 し,20%以 上 の生産 削 減 を予定 して

お り,・これ に よって5万 人以上が 職 を失 う見込 み であ る。 したが って,鉄 鋼 関連 の輸 入の 規制

は今 後 も長期 にわ たっ て続 くもの と思 われ る。

③化 学 品 化 学 品 につ い て も同様 の輸 入規 制措 置 が導入 され てい る。EUの 化 学 業界 は中東

欧諸 国か らの塩化 ビニー ル樹 脂 や ソー ダ灰,化 学肥料 な どの輸入 規制 を求め てい る。 ヨー ロ ッ

パ肥料 工 業連合 の訴 えに よ り,欧 州委 員会 は1992年5月 初 か らポー ラ ン ド,ブ ル ガ リアか らの

尿 素 ・ア ンモニ ウム硝 酸塩混合 溶 液(肥 料)輸 入 に対 す る ダ ンピング調査 を開始 した。これ は,

ポ ー ラ ン ドめ場合 には 「標準 価格 」 を基礎 に,ブ ル ガ リアの輸 出 の場合 には,旧 チ ェ コ ・ス ロ

ヴ ァキ ア市 場で の販売 価格 を基礎 に評価 され,国 家 貿易 国 に対す る手続 きが適用 された。 欧州

委 員 会 に よれ ば,こ の2国 の市 場 シェア は2年 前 の3.7%か ら1991/92年 度 には30%に 達 して

お り,域 内の生産者 は10%も 価格 を引 き下 げな ければ な らなか った。

こ う したEUの 中東 欧諸 国 に対 す る貿易 政策 は,NAFrAの 下 で メキ シ コが 米国 及 びカナ ダ市

場 向 け に農 産物,鉄 鋼,繊 維 な どを自由に輸 出で きるの とは対 照的 であ る([19]P.99)。

3)対EU貿 易構 造 と貿易収 支 の赤字基 調

こ う した問題 が 生 じる理 由 ・と して,中 東 欧諸 国 の対EU貿 易構造 の問題 が あ る。国 に よって

程 度 の差 が ある とはい え,一 般 的傾 向 と して 中東 欧諸 国 の輸 出構 造 は,工 業 製品(SITC7,8)

か ら半 製品,原 材料,食 料 品(SITC6,2,0)に シ フ トして い る。一 方,輸 入 の面 で は逆 の傾

第2図 全通貨建て貿易収支の推移

(チェコ,ブ ルガ リアは交換可能通貨建 て)
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(出所)『 海外投資研究所報』(1995年 第21巻 第10号)
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向 が生 じてお り,機 械 ・輸 送機 器(SITC7),消 費 財(SITC8),燃 料(SITC3)が 顕著 に増 加

してい る。

その結果 は,輸 出拡 大 に もか かわ らず,貿 易収 支 の改善 がみ られない点 に も現 れて いる(第

2図)。 しか も,中 東欧諸 国 の累積 債務 は1,000億 ドル を上 回 ってお り,年 間の利 払 いはそ の約

1割 を占め ている。 国際的 な支援 体 制の広 が りに よって公 的融資tホ増加 したが ,政 治 ・経 済 の

混 乱 に よる信用度 の低 下や 国際金融市 場 にお ける資金調 達能力 の欠如 な どか ら十分 な民 間融資

が確保 で きる とい う保証 は ない。

4)輸 出産業育成の遅れ

EU経 済が回復すれば,セ ンシテ ィブ製品をめ ぐる貿易摩擦 も緩和され,中 東欧諸国の輸出

も伸びると予想 されるが,現 在の貿易構造のままでは,や は り国際収支の赤字基調 を脱するの

は困難である。

したがって・累積債務を抱える中東欧諸国にとって,新 たな輸出産業の育成は最 も重要な問

題となっている。この際に中心的課題 となるのは,民 営化の推進 による私企業の育成と産業構

造改革である。 しかし,そ の民営化は旧来の社会主義体制に起因する次のような独自の困難を

抱えている([5]pp.246-248)。

①民営化対象となる国有企業が国民経済の7～8割 の企業に及び,そ こに数多 くの既得権が存

在す る。

②経済混乱の中で企業資産が急激に減価しつつある。

③国有企業の資産を引 き受ける民間資金が不足 してお り,民 有化証券などの代替措置が必要と

なっている。

④民営化の法的基盤や企業資産評価のための会計基準が未整備である。

⑤国内資本市場の未形成による私企業の資金調達の困難。

⑥国有資産処分の際の社会的公平性の問題。

⑦経営主体の未形成。

形式上,民 営化 されて も,市 場経済の環境下で企業の経営 を担う新たな経営主体が形成 され

なければ,民 営化 は経済の発展にはつなが らない。実際,形 式的 にはGDPに おける私企業の

シェアは60%以 上に達 しているにもかかわ らず,特 に大規模民営化の:場合 に多 くの問題が指摘

されている。ほぼ先進諸国と同等だと評価 されている対外経済関係の面での開放度 と比べると,

経済主体の育成の面での遅れが見 られる(第6表)。 この市場経済化テンポのアンバランスは,

国内企業が十分な準備のない ままに輸入圧力にさらされていることを示しており,'中東欧諸国

の世界経済への再統合のシナリオにも大きな影響を与える可能性がある。先に指摘 した貿易赤
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第6表 中東欧諸国の市場経済化に関する評価

国

ブルガ リア

チ ェ コ

ハ ン .ガ リ ー

ポー ラ ン ド

スロヴ ァキア

1995年 半 ば時点での.

GDPに 占める民営化セ

クターのシェア(%)

45

70.

60

60

60

大規模民営化

2

4

4

3

3

小規模民営化

3

4★

4★

4★

4★

企業 の リス トラ

2

3

3'

3

3

貿易 と外 国為替
システム

4

4★

4★

4★

4★

(注)

1)'大 規模民営化 の評価基準

1ほ とんど進歩な し

2包 括 的枠組みがほぼ実施準備段 階にあ り,売 却の完了 してい るもの もある。

3大 規模 国有余業資産の25%以 上 が民営化 されるか売却 されつつあるが,コ ーポ レー トガバ ナンスの面 で

は大 きな問題が残 されている可能性がある。

4国 有企業資産の50%以 上が実質的に外部 の所有 を生 み出す とい うスキームにもとづ いて民営化 されそい

る。 、

4★ 発 達 .した工業国の経済 に典 型的な基準 と実績:企 業資産の75%以 上が有効な コーポ レー ト.ガバ ンナンス

をともなう私的所有 となっている。

2)小 規模民営化の評価基準

1ほ とんど進歩な し

2実 質的に民営化 されている

3ほ ぼ包括的 なプログラムが準備 されているが,政 府の監督 のあ り方やその欠如 から重要 な問題点未解決

(たとえば,所 有権取引の欠如)

4所 有権の譲渡 を ともなう小企業の完全な民営化

4★ 発達 した工 業国の経済に典型的 な基準 と実績:小 企業に国有はな く・,土地取引が可能

3)企 業 のリス トラの評価棊準

1ソ フ トな予算制約(企 業 レベルでの金融節度 を弱めるゆるい融資 ・補助金政策):コ ーポ レー トガバナ

ンスを促進する他の改善策はほとんどない。

2適 度 にタイ トな融資 ・補助金政策 だが,破 産法 による強制力が弱 く,支 配的企業を分割する措置がほ と

ん どとられていない。

3予 算制約 のハー ド化 とコーーボ レー一一一トガバナ ンス促 進のため に顕 著な実質的措置がとられそいる(た とえ

ば,タ イ トな融資 ・補助金政策あるいは破産法 による強制をともなう民営化)。

4企 業 レベルで強力な金融節度 あ り;政 府の リス トラプログラムあるいは活発な企業支配の斎場 を通 じて

コーポ レー トガバナ ンスに実質的な改 善が見 られる:支 配企業の分割のための顕著な措置

4'発 達 した工業 国の経済 に典型的な基準 と実績:市 場主導 の リス トラを促進する国内の金融制度 と金融市

場 を通 じて有効 な企業統制が機能する。

4)貿 易 と外国為替 システムに関す る評価基準

1・・輸入あるいは輸 出統剃が広範 に残存 している,あ るいは外 国為替へのア クセスが厳 しく制限 されている。

2あ る程度,輸 入あるい1ま輸 出統制が 自由化 される;原 則 と してほぼ完全に通貨の交換性があるが ,外 国

為替体制ほ完全には透明 とい うわけで はない(複 数の交換 レー トがあ り得る)
'3大 半の数量的

,行 政的輸出入規制が撤廃 される;統 一一一された交換 レー トでにほ完全 な通貨交換性がある。

4(農 業を除 き)数 量的,行 政曲輪杣入規制 と顕著 な輸 出関税がすべ て撤廃 される。;省 庁や国営貿易会

社による輸出入に直接含 まれるのはわずかになる;農 業以外 の製品 ・サー ビスに対す る例外的な関税 な し

4★ 先進工業国の経 済に典型的な基準 と実績:大 半の関税障壁が撤廃 される;GATr/WTOに 加 入 .

(出所)EBRD,TransitionRePort1995,1995,pp.11-13.
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字 を考 慮 す れ ば,貿 易 の 自由化 の タ イ ミ ングが 極 め て重 要 な こ とが 理 解 で き よ う([17]

pp.29-30)o

欧州 委員 会の評価 に よれば,最 もオプテ ィ ミステ ィックな シナ リオで は,中 東 欧諸 国 は1人

当 た りの所得 でEUの 平均 に キ ャ ッチ ア ップす る,と 予 想 され てい る(第7表)。 しか し,そ れ

は ダイナ ミックな発展 を続 け てい るア ジア経 済 と同等 の成長 率 を可 能 とす る よ うな内外 の十分

な資 金 を利 用 で きる ことが前提 であ る。中東 欧諸 国の成長 率 をスペ イ ンの成 長率(お よそ5%)

程度 だ とす る と,EU内 の小 国 に キ ャ ッチ ア ップす る に も20～30年 の年 月が必 要 で あ る([2ユ]

pp.エ4「15)。

第7表 中東欧諸国の1993年 ～2000年 のシナ リオ

GDP(年 成長率96)

EUへ の輸出(年 成長率%)

EUか らの輸入(年 成長率%)

専門化

オ プテ ィ ミス テ ィ ック な シナ リオ

6.0～4.0

12.0～7.5

13.0～10.0

機 械 工学,輸'送 機 器

エ レク トロニ クス

(注)同 時 に,EUの 成 長 は 年 率 は2な い し3%と 仮 定 。

(出 所)EuropeanCommission,EuropeanEconomy,1994,No.4,p15.

ペ シ ミス テ ィックな シナ リオ

2.5～3.5

3.0～2.0

6.0～2.3

輸送機器,冶 金,繊 維

・一方
,国 内の市;場経 済化の失敗 と西 側市場 が 十分 に開放 され ない とい う2つ の前提 にたつ 最

もペ シ ミス テ ィ ックな シナ リオで は,年 平均 成 長率 は2 .5～3.5%と 推定 されて お り,2000年 ま

で に中東 欧諸 国はEUと 比較 して さ らに貧 しくなってい るか も しれ ない。

オプテ ィ ミステ ィ ックな シナ リオで は,中 東欧諸 国の短期 ,中 期 的 な比較優 位 は,労 働 集約

的,標 準 的,低 付 加価値,低 技術 製 品 にあ るが,体 制転 換 と世界経 済へ の統合 が進 むに したが

って,長 期 的 には これ らの地域 の全般 的 に高 い教 育水準 を活用 した人的 資本集 約 的 な産業 が比

較 優位 を もつ に至 る はず であ る。 しか し,た とえ改 革の 成功 と西側 市場 へ の ア クセスが可 能で

あ った と して も,こ う した潜在力 を開花 させ る西側 か らの資金提 供 が不 十分 で あ るか も しれ な

い。 この場 合,比 較優位 の基本 構造 は変 わ らない。

これ は通 貨 の安 定化 の問題 と一もかか わ っている。極端 に低 い通貨 レー トは
,輸 出 を促進 す る

とい う面 で は メ リ ッ トが あ るが,こ れ は同時 に莫 大 な損 失 を と もない ,国 内需 要 を圧 迫 す る。

さらに,通 貨 レー トの低 さは,労 働 コス トを引 き下 げ,こ れ らの国 々 を ます ます労働 集約 的 な

産業 に特 化 させて い く可能性 す ら生 じる([17]p .34)。

また,ペ シ ミス テ ィ ックな見解 で は,現 在 の構造 を変 革 す る こ とが で きな い以上 ,当 然EU

へ の輸 出 は原材料 ,未 加 工製 品 に特化 し,周 辺的 地位 に留 まる こ とになる。

以 上 の よ うに,GDP低 下 が底 を打 ち,回 復 に転 じてい る とは い え,中 東 欧 諸 国 の経 済 は,
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投資資金不足,民 営化の実質化 と産業構造転換の遅れ,対 外的 には欧州市場への参入をめぐる

対立の残存,貿 易収支の赤字基調 など,依 然 として多 くの問題 を抱えてお り,ヴ ィシュグラー

ドrグ ループを中心 とした国々の経済実績改善をもって,層東欧 に新NIESが 誕生 した とい うの

は時期尚早の感がある。

4.EUは 中東欧を受け入れることができるか

中東 欧諸 国 の世 界経 済へ の再統 合 は,EUが 新 しい メ ンバ ー を吸 収す る能力 があ るか とい う

問題 に帰着 す る。

1995年 にEU加 盟 したEFTA3力 国 と異 な り,ヴ ィシ ェ グ ラー ド ・グ ルー プ は よ り貧 し く,

EU(と くに農業)に 潜 在 的打 撃 を与 え る輸 出構 造 を示 して い る。

これ は,一 方 でEUの 共通 農 業政 策の フ レー ム ワー クの見 直 し,他 方 で地 域政 策 の見 直 しと

も関連 して い る。農 業 関 連支 出 と地域 政 策 にかか わ る構 造 基 金 はEU財 政 の2大 費 目で あ り,

と くに後 者 は ます ます拡 大す る と予 想 され て お り,し たが ってEU財 政 そ り もの あ り方 につ い

て も再検討 が不 可避 であ る。

1>農 業問題

最 も懸念 され るの は農 業 問題で あ る。 中東 欧諸 国の農業 潜在 力 と価 格 はEU内 に競 争 圧力 を

もた ら し,新 加盟 国 は共 通農業 政策 に よって きわめて高 い コス トを課 され る こ ととな らざる を

え ない。EUのGDPに 占め る農業 の シェ アは平均3%で あ るの に対 して,チ ェコで6%弱,ハ

ンガ リー,ポ ー ラ ン ドは7%以 上 で あ り,そ の打 撃 は よ り大 きな もの とな る可 能 性 が 高 い

([22]pp.227-228)。

他 方,ハ ンガ リー,チ ェ コ,ス ロ ヴァキ アな どでは集 団農場 の民営化 が進 め られ てい るが,

結果 的 に西 側 の基準 で は生 き残 れ ない ような弱小 農 家 ばか りにな って しまい,近 代 化資 金 を得

るのが困難 とな り,農 業投 資が 減少す る恐れ があ る。確 か に,国 内向 け,旧 ソ連 向 け輸 出 を西

側 に振 り向 け るこ とに よって西側輸 出が増 大 したの だが,西 側 か らの輸 入 も劣 らず増加 して お

り,対EUの 農 産 物 の 貿 易 収支 も大 幅 な黒 字 とな って い るわ けで はな く,ル ー マ ニ ア,チ ェ

コ ・ス ロヴ ァキアな どで はむ しろ赤字 とな って い る(第5表)。

こ う した事 態 を背景 と して,中 東欧 の農 家 は政府 に保 護 を求め てお り,農 業保 護 は 「貧 者 の

共通 農業 政策 」 の形 を取 る可能性 もあ る。 もっ とも,た とえEUの そ れ よ りも低 い レベ ルで あ

れ,中 東欧 諸 国 は こ う した農業保 護 を維持 す る資金力 を欠 いて い る。 だが,EUは 自 らは共通

農業政 策 を維 持 しつつ,中 東 欧 に対 しては これ に類す る措 置 を とらない よう要請 す るこ とはで
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きない。

EBRDに よれ ば,中 東 欧 諸 国 の耕 地 面積 はEUの そ れの38%に 相 当 し,も し仮 に共通農 業 政

策(CAP)の 根 本 的 な 見 直 しが な され な い ま ま,こ れ らの国 々がEUに 加盟 した とす れ ば,

CAP関 連 支 出は3分 の ユ以 上増加 す る'ことにな って しま う([23]p .177)。

つ ま り,EUの 対 中東 欧政 策 は,最 も困難 が予 想 され る共通 農業 政 策の見 直 し問題 と もリ ン

ク してお り,こ の ことが 中東欧 諸国 の受入 れ を遅 らせ る要 因 となる こ とが予想 され る。

2)構 造基 金問題

中東 欧経 済 が順 調 に 回復 す る とい うこ とは,他 方 でEU内 部 の後発 国 の レベ ル に追 い つ き,

その地位 を脅かす こ とを意味 してい る。 そ こで,問 題 となるのがEUの 構造 基金 であ る。

構 造 基金 には次 の ような目的が あ る。

①1人 あた りGDP平 均 の75%以 下 の地域 の支援

②衰 退 産業 を抱 える地域 の転換促 進

③ 長期 失業 の削 減

④ 青年 層 の社会参 加 の促 進

⑤ 農業 の リス トラの促 進

現在,ギ リシ ャ,ア イル'ラン ドは全域,ス ペ イ ン,ポ ル トガル は半分 の 地域,イ タリアの メ

ッジ ョル ノ,東 ドイツ地 域,北 ア イル ラ ン ドな どが,そ の対 象地位 となってい るが,こ れ に新

加 盟 の ス カ ンジナ ビア3国 が加 わ る。 この構 造 基金 は,す で に1993年EU予 算 の約4分 の1を

占め てい る。 そ して,も しヴ ィシェ グラー ド ・グル ープが加盟 した とすれ ば,対 象地域 になる

こ とは 間違 い ない。 その段 階 で,構 造 基金 シス テムが現状 の ままだ とした ら,域 内富裕 国 に さ

らに大 きな経済負 担が か か るばか りでな く,ギ リシャ,ス ペ イ ン,ア イル ラ ン ドと新加盟 国 と

の あい だで限 られ たパ イを分 け合 わなけれ ば な らな い ことにな る。EBRDの 推定 に よれ ば
,仮

に構造 基金 政 策が そ の ま ま中東 欧 とバ ル ト諸 国 に拡 大 され た とす れ ば,.1999年 にはEUの 構1造

基金予 算 は倍 増 し350億ECUに 達す る もの と推定 され る([23]p.177)。

3)特 定 多数決制 度 の問題

さ らにEUの 制 度上 の問題:があ る。1987年 単一 欧州議 定書 の発効 に ともな ってEU閣 僚理 事会

に特 定多 数 決制 が導 入 され た。EU内 の大 国 フラ ンス,イ ギ リス,ド イ ツ,イ タ リアはそ れぞ

れ10票,ス ペ イ ン8票 .であ るが,拒 否 権相 当票 数(blockingminority)は76票 中23票 で あ り,

小 国 の協 力 な しに決定 を下 す こ とがで きなレ・仕組 み にな ってい る。 ス カ ンジナ ビア3国 は比較

的豊 かな国 々で あ り,そ の加 盟が大 きな財 政負担 となる可能性 は低 いが,小 国側 の力 を強め る
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方 向 に作 用 す る側 面 を もってい る。 さらに,ヴ ィシェ グラー ド諸国 が加 盟 す る となれ ば,こ の

傾 向 はい っそ う強 まるに違 いな い。

したが って,将 来 的 に構造 基金肥大化 の趨 勢 は避 け られ そ うにない。 ところが,こ うな る と

EUは,ま す ます 巨大 な所 得 移転 装置 となって しまい,所 得 拡 大装 置 と しての本来 の機 能 が満

足 に発揮 で きな くな る恐 れが 強い。 これ は,EU統 合 のあ り方 その もの に も深 刻 な影響 を与 え

る こ とにな りかね ない([6]p.92)。'

以上 の ように,統 合 の拡 大,と りわ け後 発地域 へ の拡 大 は,同 時 にEU内 部 の政 策の根 本 的

な見直 しと も深 く関連 してい る。 この ためEUと して も統合 の拡 大 につ いて明確 な展 望 を打 ち

出す こ とが困難 であ り',問 題 を先送 りす る形 で の暫定措置 が多 い。現在 の ヨー ロ ッパ域 内 にお

ける貿 易協 定 は整合性 に欠 けて お り,EUと 地 中海諸 国,.EUとEFTA,EUと 中東 欧諸 国,中 東

欧諸 国 間,EFTAと 中東 欧諸 国 のあい だの個 々の協 定 は相 互 に関連性 を もってい ない。 こう し

た こ とか らEU側 の グ ロー バ ル ヴ ィ ジ ョンが 欠 け て い る との批 判 を招 くこ と とな る([19]

p.106,[22]p.224)Q

確 か に,1995年5月 に公 表 され た 『中東 欧連合 諸 国のEU内 部市 場へ の統合 準 備 白書』 の 目

的 は,「 これ らの連合 諸国がEUの 内部市場 の要請 の下 で事 業展 開す る準備 を援 助す るため の指

針 を提供 す るこ と」で あ り,長 期的 な展 望 にた って制 度的 な収 敷 と支援 を リンク させ るこ とを

提 案 してい る。 これ は,こ れ までのIMF等 の支援 策 と比 べ て,EUが よ り現 実 的 な対 応 を して

い る と評価 で きるか も しれ ない。 だが ,他 方で 「内部市場 との調 整 は,共 同体 の経験全 体 の受

容 を含 む こ とにな るEUへ の加 盟 とは区別 され るべ きで ある」 と してお り,加 盟 を引 きの ばす

とい う側 面 を もつ こ とも否 定 で きない([7]p.135)。

4)EU拡 大 の シナ リオ とEUの 質的変化 の可能性

一般 に中東欧 諸 国のEU加 盟 の展望 に関心 が集 中 してい るが
,以ftの 考察 か らも明 らか な よ

うに,統 合 の拡 大 はEU自 身 の統合 の あ り方 に も深 刻 な問題 を提 起 して い る。言 い換 えれ ば,

問題 は,中 東欧 が何 時 どの よ うな条件 でEUに 加 盟 す るか とい うばか りで な く,ど の よ うな タ

イプのEUの 加盟 国 となるか とい う点 にあ る。EU統 合 の深化 と拡大 の相 互関係 の調整 は,今 後

のEU統 合 の あ り方 を考 え る上で避 けて通 るこ との で きない課題 となってい る とい え よ う。 こ

れ は,一 方 で統合 の深化 を進 め なが ら新 しいメ ンバ ーを受 け入 れ るEU側 の 能力 と,他 方 で新

加盟 国 のEU内 にお ける競争 圧力へ の適応力 に左 右 され る([24]p.85)。

当面,連 合協 定 は,EU加 盟 準備段 階 として,EUの 基準 に諸制度 を適合 させ る誘導装 置 と し

て の役 割 を果 たす こ とになろ う。 だが,統 合 の深化 の指 針 を示 す マース トリヒ ト条約 で は基 本

的 に外 部へ の対 応 に関心 が払 われて お らず,拡 大 の為 に必 要 とされ る制 度上 の調整 は考慮:され
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てい ない([24]p.86)。

他 方で,特 定分 野へ の イギ リス の不参加,デ ンマ ー クの特殊 な立場,さ らに多様 な国々の加

盟 要求 とい う事態 を背 景 と して,EUモ デ ル を基 礎 と した複 数 の コ ミュニ テ ィか らな る ヨー ロ

ッパ連 邦,言 い換 えれ ば 「アラ カル トの ヨー ロ ッパ」 が支持 され る ようにな って きて いる。 こ

れ は,EU規 制 の よ り大 きな多様 性 を含意 してい る と同時 に,独 仏 枢軸 を核 と し,そ の周 辺 に

重層 的 にサ ブ リー ジ ョナ ルな協力 圏 を形作 る同心 円 の ヨー ロ ッパ とい うシナ リオで あ る。 この

同心 円 の ヨーロ ッパ は,そ の理 想 的形態 にお いて,ヒ エ ラルキ ーモ デ ルの一種 と して ,共 に発

展 し,コ ミュニ テ ィ内 の ヒエ ラル キー を上 昇す るチ ャ ンス を もた らす安定 的 フ レーム ワー クを

提 供 す る 中心 ・周辺 モデ ル と して 受 け入 れ られ るか も しれ ない。 こ うなる と,EU加 盟 は現 在

とは異 な った意味 を もっ こ とにな り,EUとEU以 外 の境界 が不 明確 にな る([24」pp .90-91)。

第2の シナ リオは,ゆ るやか な 国家 の連合 体 と してのEUで あ る。 この場 合,強 調 され るの

は,経 済 的 コ ミュニ テ ィと しての役 割 であ る。 この シナ リオで は新 しい メンバ ーの受入 れ は大

きな問題 とはな らない。 しか し,こ の場合,EU全 体 と して の意思 決定 は一層 困難 とな り,現

実 には各 国が個 別 に周辺地 域 にア プ ローチす る こ とにな り,そ の中で パ ワーバ ラ ンスの大 きな

変化 が生 じかね ない(「24]p.92)。

ドイツ統 一 に よ
.る経 済 規模 の突 出 に加 え,EU内 にお け る ドイツ資 本 の結 集 力 は イギ リス資

本 よ りもはるか に大 き く,・これ は ドイ ツが よ く調整 され た対 中東欧 政策 を策定す る こ とを容 易

に してい る。EUの 東へ の拡 大 は特 に ドイ ツに利益 を もた らす 可能性 が高 く,EU内 にお け る重

心 は大 き く ドイ ツに傾 くで あ ろ う。 これ は ドイ ツ を押 さえ込 み たい と望 んで いるEU諸 国 の懸

念 で あ る。 しか し,EUが 新 ヨー ロ ッパ の秩序 形 成 にお い て国民 国家 の枠組 み を越 えて リー ダ

ー シ ップ を発揮 で きず
,拡 大 を引 き延 ばす とす れ ば,EU外 部 に ドイツの影 響 圏が形 成 され る

こ とにな りかね ない([24]p.93)(第3図)。

EUに とって重 要 な問題 は,中 東 欧諸 国 をスム ー ズ に機能 す る市場 経 済 と議 会 制民 主 主義 に

いか に して誘導 す るか にあ る。 そ して 第1の シナ リオに よる ヨー ロ ッパ統合 の緩 やか な段 階 的

深 化 はEU拡 大 の 前提 条件 で あ る。EU統 合 の深化 は政 治統 合,通 貨統 合 の前 提条 件 を提 供 し,

EU加 盟の 条件 を充足 す る基礎 とな る社 会 的経 済 的進 歩 に向 か って移行 期 諸 国 を誘 導す る こと

を 可能 にす るであ ろ う。EUは,通 貨統 合 を含 む市 場統 合 の完 成 の ためば か りで な く,こ う し

た統合 の拡大 に対応 す るため に も,マ ー ス トリヒ ト条約 の再検 討 ・改正 に取 り組 み始 めて い る

([8])。
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第3図 拡大ヨーロッパのシナリオ

1993年2000年

一{議継
・・ 。 蕪 ミ,

くハ

・ ・ 詑 ○

断片化

孫難
EUの 深化

煮灘 ～轄 翠
_蠕 詔が駕

ヨー ロッパ神殿 の主柱 と してのEU
ヨー ロ ッパ統 合の推進者 と してのEU

注>1993年 の 図 の 大 き さ はOECDお よ び国 連 資 料 の1992年 のGNP推 定 値 に基 づ い て い る 。

(出 所)1)HansVanZon,AlternativeScenariosfer(】entralEerroPe,Avebury,1994,p.63、

5.直 接投資の導入 とその役割

1)直 接 投資 への期待

中東 欧の 困難 を解 決 す るには,技 術 ・資本 の導入,経 営 の革新 が必要 であ る。 だが,個 別 企

業 に対 す る直接 融資 の 困難,国 家 の外 貨資 金繰 りの困難 か ら自己資金 によって これ らの経営 資

源 を調達 す る こ とは不 可 能であ る。

そ こで,期 待 され るのが外 国か らの直接投 資で あ り,1990年 代 に入 って 中東 欧諸 国は積極 的

に外 資導 入 を図 ってい る。 この場合,資 本 ・技術 ・経営 ノ ウハ ウが 「パ ッケー ジ」 と して移転

され,市 場経 済化 を促 進 す る触媒 的役割 を果 たす と考 え られ るか らであ る。

llヒ界 の海外 直接投 資 は,1985～1990年 に輸 出成長率 のほ ぼ3倍 の伸 び を示 してお り,直 接 投

資の牽け入れは現代堺 繍 システムへの適応 という点からみて最磁 要な言果題のひとつとな

ってい る。 しか し,近 年 の中東欧諸 国へ の投資 は急増 して い るが,世 界の資 本輸 出の流 れ に影
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第8表 中東欧諸国への直接投資(100万 ドル)

国

ブルガリア

チ ェ コi)

ス ロヴ ァ弄 ア2)

ハ ン ガ リー

ポー ラ ン ド

ル ー マ ニ ア2)

1992年

1月1日

17.33)

595.1

3,137.0

479.5

225.8

1993年

1月1日

763>

1,598.3

231.2

5,501.9

1,644.1

516.2

1994年

1月1日

268.7

2,166.3

366.0

8,342.0

2,542.5

651.9

1995年

1月1日

467.2

3,028.7

551.7

9,907.7

3,574.2

1,134.8

1995年

7月1日 の

514.3

3,431.2

585.1

9,989.9

3,910.2

1β29.8

年成長率(%)

1992年

329.4

168.6

75.4

242.9

128.6

1993年

253.6

35.5

58,3

51.6

54.6

26.3

1994

73.9

39.8

50.7

18.8

40.6

74ユ

1)資 本収 支 の累計

2)外 資企 業 の定款 資本 にお け る外 資持 分 の累計

3)修 正 デー タ

4)予 備 デ ー タ

注 記 各国 通貨 の米 国 ドルへ の換 算 は,(四 半 期 あ るい は半年 ご との)平 均 交換 レー トに よる。

(出所)UNECE,East-WestlnvestmentNews,1995,No.4

響を与えるほどの規模には達 していない(第8表)。

直接投資のメリッ ト,デ メリッ トをめ ぐってはさまざまな議論があるが,一 般的効果 として

は次の ような点が指摘できる。

①技術移転効果

②外国企業の競争圧力による産業構造の近代化,企 業経営合理化の促進

③外資 による国内資本不足の補填

④国際競争力強化 ・外国企業の国際的ネットワークの利用による輸出の拡大

⑤雇用創出効果

⑥所得効果

2)グ ローバル な企 業戦 略 か ら見 た中東欧市 場

直接 投資 の受 け入 れ を促 進す るに は,投 資 す る側 の企業 の経 済的動 機 に見 合 った条件 を整備

す る こ とが必 要 となる。 直接 投 資 に対 す る企 業 戦略 と して は,次 の よ うな ものが指 摘 で きる

([9]PP.35-41)。

① 市場 追求型 直接投 資 貿 易障壁 を回避 し,販 売促進 や現 地 にあ ったサ ー ビス を提供 す る必 要

が ある場 合 に行 われ る直接投 資。 典型 的 なジ ョイ ン ト ・ベ ンチ ャーの場 合,途 上 国企 業の もつ

生産ス キル,販 売 ネ ッ トワー クと,先 進 国側 の パー トナーが もってい る よ り高度 な技術 とブラ

ン ドとを結合 させ る。 これ に よって国 内の潜 在 的需要 を顕 在化 させ
,新 た な市場 シェア を確保

す るこ とがで きる。

②輸 出指 向型 直接投 資 受 け入れ 国の低 コス ト労働 とい った古典 的 な立地優位 を 目的 と した直
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接投資。これだけでは不十分で,一 定の教育水準にある良質の労働力が必要である。また,コ

ス ト的な優位 を利用するためには物的インフラス トラクチャーが整備されていなければならな

い。さらに官僚的な規制は最小限でなければならず,他 地域 に比 して投資環境(投 資保証,優

遇税制,補 助金 など)が 優位 でなければならない。'

③効率追求型直接投資 事業活動がすでに広範にわたって国際化 している企業による。グロー

バルなレベルでの事業活動の合理化をめざし,垂 直統合,水 平統合 を通 して規模 の経済性を獲

得するための直接投資。

④技術探究型直接投資 マネジメント・スキル,技 術力,マ ーケティング ・スキルを向上させ

るために,相 対的に成熟 した地域,主 に先進国の技術探究部門で行われる活動。

⑤資源追求型直接投資 資源開発および資源の安定的確保のために行われる直接投資。

グローバルな企業戦略からみた場合,中 東欧への投資は,市 場追求型,輸 出指向型,効 率追

求型の3つ が主な動機 となるもの と思われる。いずれの場合でも,直 接投資が企業の長期的 な

戦略に基づ くものである以上,投 資受け入れ国の政治 ・経済的の安定が前提条件となることは

言うまでもない。

それに加えて,直 接投資の成否の予測にとって不可欠なのは次の点である。きわめて単純な

生産活動においてさえ,競 争力 を強化するためには,… 定の技術力 とマネジメン ト・スキルを

必要とし,外 資企業が直接投資 によって明確なプレゼンスを築 くことができるのは,必 要 な教

育 とトレーニングが施 され,そ して必要な設備 を備 えた国だけである([9]pp.31-32)。

こうした点か らみて,当 初ハ ンガリーへの投資が対東欧圏投資の大半を占めていた理由が理

解できる。ハンガリーはもっとも投資受け入れ環境が整備 されている上,バ ルカン諸国,旧 ユ

ーゴスラビア
,ウ クライナ と国境 を接 し,将 来の市場展開に とって立地優位を有 しているから

である。その後,ポ ーラン ド,チ ェコへの投資 も本格化 しは じめ,こ の3国 が対 中東欧向け直

接投資の9割 を占めるにいたっている。

法制の面でも,イ ンフラの面で も,こ う した外資企業の要請 に応 える投資環境を整備するこ

とが,鱒 東欧諸国の当面の課題 となる。だが,直 接投資の受け入れば,先 にあげた ような数多

くのメリットが期待できるとともに,次 の ようなデメリッ トが ともなうことも,し ばしば指摘

されるところである。

①外国技術への依存と外国企業による技術独占

②外国企業による経営支配

③国内金融政策の効果の低下

④産業構造の転換にともなう摩擦的失業の増加

⑤二重経済化 ←一方で投資受け入れを図るために重点的に整備され,世 界的ネ ッ トワークと結
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びついた都市,他 方で商品経済の浸透 による周辺農村地域の共同体的再生産構造の解体,都 市

への労働力流出 と都市周辺への滞留)

中東欧諸国にとって重要なのは,こ うした直接投資のデメリッ トを回避 しつつ,そ のメリッ

トを最大限に引き出 して,国 民経済全体の発展に結 びつけることができるかどうかにある。

では,実 際に,途 上国の経済発展 にとって,直 接投資 はどのような役割を果たしてきたのだ

ろうか。以下,「 成功」の典型例 とされるアジアNIES ,お よびEU加 盟後の南欧諸国の場合 に

.ついて検討 してみ よう。

3)ア ジアNIESの 場合

ア ジアNIESの 成 長 は,次 の よ うな 世界 経 済 の動 向 と・の 関 連 を抜 き には 語 れ な い([10]

pp、36-46)。

① 多国籍企 業 に よる直接投 資 お よび先 進国の 賃金上昇 に ともな う国際 下請 け生 産 の拡 大

② 産業構 造 の高度化,ハ イテ ク化 と:重厚 長大型産業 の競 争力 の低 下

③ 国際金融市場 の発 展,お よび世界 同時不 況 を背 景 とす る と供 給資金 の過 剰

④ プロ ダク ト ・サ イ クルの短縮 に伴 う技術導 入 の加 速化

⑤UNCTADに よる一般 特 恵関税(GSP)

⑥ ガ ッ ト体 制下 にお け る先進 国の関税 率 の引 き下 げ とアメ リカ巨大市場 の拡大

アジ アNIES発 展 の鍵 は,こ う した世 界経 済環境 の なかで先 進 国向 け の労働 集約 型工 業 製 品

の生 産 を推 進 した こ とにあ る。 ア ジアNIESの 輸 出指 向 型工 業化 政策 が 明確 に な った時期 は
,

世界 的な 自由貿易促 進 の時期 と一・致 していた。

また,ナ シ ョナ リズ ムの高揚 に よって,ガ ッ ト第IV部 「貿易 及 び開発 」 が追加 され1途 上 国

に対 して相 互主 義 を求 め ない とい う無差 別原則 の修 正 が な され た。 これ に よって
,途 上 国が,

世界 貿易 の 自由化 の流 れ に非互 恵的 な まま参入 す るこ とが 可能 とな った。

この よ うに ガ ッ トが推進 した工 業製 品貿 易の拡 大 と途上 国へ の配慮 は,輸 出指 向型 工業化 に

とって は二重 の意味 で プラス に作 用 した。 しか し,一 方で ガ ッ ト体 制 の下で 自由貿易 体 制が成

立 したの は工業 製 品のみ で,一 次産 品,と くに農 産物 につい ては例外 が 多 く,こ れが輸 入代 替

工業化 の妨 げ とな った([11]pp.106-i12)。

同時 に,香 港,シ ンガポール に典型 的 に見 られ る よ うに必 ず しも完結 型 の国民経 済 の形成 を

必 要 と してお らず,こ れは従来 の開発 とは全 く異 な ってい る。 単 にτ業 化が外 向 きであ る とい

うばか りでな く,工 業化 の基盤 その ものが国内 市場 ・国民経 済で は な く,輸 出市場 ・世界経 済

にあ っ た([10]pp.14-16)。 つ ま り,GNPに お け る公 的投 資 は む しろ小 さい に も関 わ らず ,

「異 な った発展段 階 にあ る異 な った産 業 は》 異 な った取 りあつ か い を必 要 とす る」 との認 識 に
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た ち,各 産 業分野 ご との きめ こ まか な産 業政 策 を通 じて柔軟 に世 界経 済 の動 向 に適応 し,外 的

諸 要因の 内部化 に成功 した のが ア ジアNIESで あ っ た とい え よ う([25」p.394>。

4)南 欧の場合

南 欧 の加盟 は比 較 的 同質 な国家 か ら構成 され てい たEU内 に,い わ ば南 北 問題 と もい うべ き

質 的格 差 を もちこん だ。南 欧3国 は依 然 と して第一次 産 業の比 重 が大 き く,工 業 部 門が未発 達

で,し か も労働 集約 的 ・低 技術 集約 的部 門の比重 が大 きい。

① 加盟 の経済効 果 スペ イ ン,ポ ル トガル につ い ては,加 盟 が経 済成長 に寄 与 した こ とが確 認

で きる。 しか し,加 盟 後 の ギ リ シアの成 長率 は加 盟前 よ りも低 下 し,全 体 に 占め るGDPの 割

合 は1.3%(1980年)か らL2%(1990年)へ と低 下 した(以 下[12]に よる)。

スペ イ ンは,加 盟後 年平 均4 .5%の 成 長 を記録 し,1991年 に全 体 に占め る 同国 のGDPの 割合

は6.5%か ら7.0%へ 拡大 した。 ポル トガルのGDPの シェ ア もわず か だが拡大 した。

失 業率 の点 で も,や は りギ リシア は加 盟前(2.7%)に 比 べ て悪化 し,7%台 を推 移 してい

る。 一方,ス ペ イ ンの失業 率 は21.6%か ら16.7%に,ポ ル トガルは8.8%か ら4.2%に 低 下 し,か

な りの改 善が見 られた。

この ように,経 済成 長 の点 か らみ る とスペ イ ン,ポ ル トガ ルの好調 と,ギ リシアの不調 とが

きわ めて対 照的 にな ってい る。 この相違 の背 景 には,加 盟 以 前 のEUと の経 済 関係 の 相違,加

盟 時 の世界経 済 の状況,加 盟 後 の経 済 政策 の相 違 があ る。

②加 盟前 にお け るEUと の経 済関 係 南 欧諸 国の 貿易 関係 で は,ギ リシャが196エ 年 にす で にEU

とのあい だで連 合協 定 を締結 して早 くか らEUと の 関係 を強化 して きたの に対 して,ポ ル トガ

ル はEFTA諸 国 との 関係 が強 か った。 これ に対 してス ペ イ ンは,フ ラ ンコ独 裁 政権 ドで保 護主

義 的傾 向が強 か った。 この ため,ギ リシアの場 合,加 盟前 後 の変化 が他 の2国 の場 合 よ りも相

対 的 に少 な く,貿 易転換 効果,貿 易 創 出効 果 があ ま り大 き くなか った もの と考 え られ る。

③ 加盟 時 の世 界経 済の状 況 また,ギ リシアの加盟 は,先 進 諸 国が第2次 石 油 シ ョック後 の イ

ンフ レ対策 と して高金利 政策 を採 って いた時期 にあた る。その後 ,経 済 は回復基 調 に なったが,

以 前か らEU経 済 と緊密 な関係 に あ ったギ リシア は低 成 長 に止 ま った。 一 方,ス ペ イ ン,ポ ル

トガルの加 盟 は,世 界経 済 の回復 が本 格化 して か らで,EUが 技 術 的 ・財 政 的 な非 関税 障壁 の

除去 や制度 の統一化 に よって単 一市場 の形成 に向か って前 進 しは じめた時期 であ る。この結 果,

この2国 の場 合 には加盟 の経済効 果 が増幅 した もの と考 え られ る。

経 常収支 の フ ァイナ ンス には,ギ リシ ア と他 の2国 の差 異 が明確 に見 られ る。 ギ リシアで は

長期資 本が経 常赤字 を相殺 す るほ どに は流 入せず,そ の 中身 は政府移 転 の増加 お よび 中長期公

的借 入 に依 って お り,直 接 投資 の流 入 はそれ ほ ど増加 してい ない。'スペ イ ンは,加 盟後 直接投
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資と証券投資,貯 金などを含 む中長期民間借入が著増し,こ れ らの流入が経常赤字額 を上回り,

外貨準備の増加 をもたら した。ポル トガルは,ス ペ インを小規模 にした形で同様の動きを示 し

た。

このようにギリシアが対外ファイナンスを公的資金に依存したのに対 し,他 の2国 は直接投

資や証券投資 などの民間資金に依存 し,こ れを大量に導入 したのである。

④加盟後の経済政策の相違 ギ リシアでは加盟の利益を損なうような政策が次々と実施 され

た。外国投資家や企業家の目からみると,政 策の不透明 さ,労 働者の過剰保護による利益率の

低下,利 益送金制限撤廃の引 き延ば しなどが,同 国の直接投資先 としての魅力を殺いだ。

スペインはNATO残 留の国民投票の結果,西 欧諸国と防衛政策を一一一一一致させることを明らかに

し,加 盟条件の実施に積極的に取 り組み,外 資受 け入れの促進を図った。ポル トガルは,経 済

の中心 となっていた各種国営企業の民営化や労働法の改正,証券投資の自由化 などを実施 した。

スペインとポル トガルでは,加 盟による直接投資の増加 をテコとした設備投資中心の経済成長

が もたらされ,輸 出の拡大が生 じた。・

⑤対EU貿 易構造の問題点 同時に,EUへ の加盟 は,こ れ までの産業保護政策 を放棄 して,自

国産業 をEU内 における主要国資本 との競争にさらすことを意味 し,関 税の撤廃や非関税障壁

の除去 によって輸入も大幅に拡大 した。3国 とも加盟後,貿 易収支の赤字が増大 してお り,と

くにこの赤字 は対EU貿 易が拡大するなかで起こっている。南欧諸国の貿易赤字の最大の要因

は機械類の大幅な輸入超過にある([13]pp .127一・130)。

1970年 代以降のEUは,ハ イテクをめ ぐる日米 との競争の激化,労 働集約財の競争力の喪失

にともなう産業構造調整という課題に直面 し,こ れ を市場統合の推進によって解決しようとし

た。中心国では労働コス トの上昇 とNIESか らの輸 出攻勢 によって労働集約的産業が国際競争

力を失い,資 本の域内移動の自由化 によって,こ れ らの産業で労働コス トの低い地域への生産

の移転が促進された。この主要な移転先のひとつが南欧であった。

南欧諸国では,外 国資本の積極的な導入によって基幹産業の育成を図ろうとしてきた結果,

金属,化 学,自 動車 などの 主要部門におけるEU系 の多国籍企業の支配力が強い。南欧諸国は

低賃金を基礎にした労働集約財生産に特化し,… 方で資本財 を主要国に依存するというかたち

の域内分業に組み込まれているため,生 産や輸出の拡大が資本財輸入のいっそうの拡大を招 く

という結果をもたらすのである([13]p.137,138 ,p.140)。

通貨統合が完成 した段階では,一 国規模の金融 ・財政 も意味 を失い,い ずれの国もヨーロッ

パ連合 の一部として存在することを前提とすれば,南 欧諸国のEU系 資本はもはや外国資本で

はな くなる。その意味では,経 済的自立性の問題は消滅するといえるかもしれない。

⑥統合を阻む欧州内部の南北問題 だが,た とえEU統 合 によって国境 のもつ意味,国 民経済
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の もつ意味 が薄 れ た と して も,こ う した国々が依然 と して,域 内 にお け る発展 途上 ない し従属

的 な地域 に止 ま ってい る とい う点 で は変 わ りない。 確 か に,ス ペ イ ンで は,1980年 代 以 降,

EU諸 国 か らの外 国投資 ブー ムが発 生 し,経 済成長 を促 した。 に もかか わ らず,そ れ を内発 的

な発展 と結 びつ け るこ とがで きず,今 日で もスペ イ ン経 済の4大 障害=イ ンフレ ・貯 蓄不 足 ・

対外 赤 字 ・公 共赤 字 は克服 されてい ない([14])。

む しろ,問 題 となる の は,EUが 内 部 に南 北 問題 を抱 え込 まなけ れば な らない こ とで あ る。

加 盟 国の増加,多 様化 に ともなって,各 国の経 済水 準 の コ ンバー ジェ ンス(収 敏)が 重要 な問

題 とな・って いる こ とは,通 貨 統合 の動 揺 の事例 か ら も明 らかであ る。

おわりに

必 ず しも完結 聖 の 国民経 済 を目指 す ので は な く,直 接 世 界市場 に立 脚 した アジアNIESの 輸

出指 向 開発 戦略 は,国 内市 場 の小 さい中東 欧諸 国 に とって示唆 的であ る。 た とえば,ハ ンガ リ

ー は
,人 口1,000万 人 の余 りの小 国 であ るが,早 くか ら外資 導 入 に よって民 営化 を推進 し,対

EU輸 出拡 大 に よって経 済発展 を図 ってお り,こ う した方 向性 を示 してい る。

しか し,こ れ らの 国 々が直面 してい る世界 経 済 の状 況 は,か つ て ア ジアNIESの 急 速 な成 長

を支 えて きた もの とは大 き く異 な ってい る。 国際的 な資金不足,ア メ リカ市 場の製 品吸 収 力の

相対 的低 下,先 進 諸国の保 護主義 の台頭,.東 アジ アの新 興諸 国,南 欧,地 中海諸国 な ど との市

場 や資本 をめ ぐる競争 の激化 な ど,中 東 欧諸 国 は さま ざまな困難 を克服 していかな ければ な ら

ない。特 に,当 面EU市 場が 中東欧 諸国 に とって主 た る輸 出市場 となる と予想 され る以 上 ,EU

統 合 のあ り方 は 中東欧 の将来 にも深 くか かわ って くる。

言 うまで もな く,直 接投 資 の受 け入 れ を抜 きに して 中東 欧諸 国の キ ャ ッチ ア ップは不 可能 で

あ る。 そ して,EUへ の接 近,さ らに加盟 は,直 接投 資 の流 入 を拡 大す るに違 い ない。1980年

代 にスペ イ ン,ポ ル トガル な ど南 欧 に集 中 した直接投 資 が,1990年 代 には 中東欧 に シフ トす る

との見解 もあ る。 しか し,以 上 の考 察 か ら も明 らか な よ うに,EU加 盟,直 接投 資 の導 入が 無

条件 に経 済発 展 に結 びつ くわけで は ない。南 欧 のEU加 盟 の実例 は,加 盟後 の当該 国 の経 済 政

策,世 界 経 済お よびEU統 合 の状況 と加 盟 の タイ ミングが そ の後 の経 済発 展 を左 右す る こ とを

示 唆 してい る。

また,累 積債 務 問題 を ど う処理 す るか,い い か えれば返済 と内部蓄積 の量 的,時 間 的配分 を

どの ようにす るか とい った政策選択 も重要 であ る。しか し,多 額の債 務 を抱 える国 に とっては,

当面 外部 資金 を どう確保 す るかが集眉 の課題 で あ り,し たが って西側金融 機関 の意 向 に従 わ ざ

る をえず,そ の選択 の余 地 は狭 い([26]pp.123-124)。EUが 層『中東 欧連合 諸国のEU内 部 市場
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への統合準備 白書』において,長 期的 な観点か らEU内 部市場 との調整 と支援問題 をリンクさ

せるという方向性を示 していることは く[7]pp .134-172),こ れまでのIMF・ 世銀中心の短期

的な施策 と・は様相を異にしており,よ り現実的な支援策 と評価することができよう。 しかし,

これ も長期安定的な資金供給 を約束するものではなく,中 東欧圏に対す る各 国の利害対立や

EU側 の景気動向に大 きく左右 される可能性が高い。

一方で
,過 去数年の高い経済成長を支 えてきた欧州市場への輸出拡大や規制緩和等の要因が

枯渇し,他 方では今後 ます ます産業の リス トラやインフラ整備に関わる膨大な資金需要が発生

するとすれば,対 外 ファイナンスの成否は,決 定的重要性 を帯びて くる([15]) 。

しか も,す でに指摘 したように,EUの 拡大 はEU統 合の深化の内容 に大 きな変化 を要請 し
,

EU自 体の変質をもたらす可能性 を秘 めており,し たがって中東欧 を含む欧州経済の将来像は

依然として不明確である。

こうした不確定要素が大 きい状況下において重要なのは,国 際収支体 と しての国民経済が,

世界 システムの変動 に起因する諸要因に柔軟に適応 しつつ,そ こから最大限利益 を引 き出すこ

とが で きる ような国 内経 済体 制 を作 り1二げ ,国 際収 支維持 産業 を育成 す るこ とがで きるか どう

か,言 い換 えれば コ ンテ ィ ンジェ ンシー ・セ オ リーの一 国 レベ ルでの適用 であ る
。

今 日におけ る比較優 位 のエ ッセ ンスは,主 と して熟練 労働 に体化 され てい る コー.ド化 で きな

い無 形の知 識,具 体 的 にはマ ーケテ ィング ・ノ ウハ ウ,製 品設計 とプ ロセ ス設計,適 応 知 識の

よ うな分 野 にお ける技術 競争 力 であ る。 この コー ド化 で きない技術 が所 有優位 のエ ッセ ンスで

あ る。発展 途上 国の企業 は,初 期 の技 術 をアームズ ・レングス取 引 を通 して
,コ ー ド化 で きる

技術 か らな る 「パ ッケー ジ」 と して獲得 す る。 さらに直接 投資 は,こ う した技術 「パ ッケー ジ」

の導入 を促進 す る最大 のチ ャンネルであ る([9]pp .42-43)。

問題 は,途 上 国 の企 業が 自らの無 形知 識 を発 展 させ ,'コ ー ド化 で きない技術 の蓄積 を通 して

コー ド化 で きる技術 を適応 させ
,そ れ に よって 事業活 動 の効 率性 を向上 させ る こ とが で きるか

どうか,つ まり自主技 術 の開発 に成功 す るか否 か にあ る。 これ に よって,輸 出財 を初 期 の労働

集約 的 な財 か ら よ り所 得弾 力性 の高い財 に転換 して い くこ とが可能 とな り,一 層 の輸 出拡 大が

期 待 で きるか らであ る([9]pp.42-43)。

徐 々に資 本財 ・中間財 の輸 入代 替 を図 り,技術 を自国経 済 に根 付 かせ る ことが で きな けれ ば
,

結局 の ところ,輸 出部門 だけが いわ ば 「飛 び地」 とな って いっそ うの輸 入圧力 と経 済構 造の2

重化 に直面 す るこ ととなろ う。

また・旧来 の コメコ ン諸国 との貿 易関係 の維持 ,再 構 築 は単 に時代遅 れの産業 とその雇 用 を

維持 す るだ けで,経 済 の合理化,近 代化,資 源 の最適 配分 には逆行 す る もの だ との批判 もあ る

が,先 進 国企業 に よる基幹 産業 の支配 を回避 し,経 済 的 自立性 を確保 す る とい う視 点か ら見 た
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場 合,CE㎜,あ るいはCIS諸 国 との関係 を新 たな地域協 力 に再編 しつ つ,対 外 経 済関係 の 多

角化 と輸 出 品 目の多様化 を図 る こ とは,単 にEU加 盟実現 までの 「待合 い 室」 以上 の 意味 を持

っ てい る に違 い ない([16]pp.185-194)。 た とえば,EUを 主 た る輸 出市場 と し,国 内市場 や

大 きな潜在 的需 要 を秘め て い る中東 欧,CIS諸 国 を補 完 的市場 と して位 置 づ け,産 業分 野,対

象市 場 ご とに異 な った産業政 策 を進 め てい くとい うオプ シ ョンも考 え られ よう。
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